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研究成果の概要（和文）：被災自治体が把握している被災者対象調査の多くは倫理審査、事前説明、同意取得を
経て実施されている一方、自治体が把握していないところで多くの被災者対象調査が行なわれていることが認識
され、これらが適正な倫理的配慮の元に行われているかの把握は困難であった。また、医学系の調査研究は一定
の倫理的配慮の元に実施されている一方、医学系以外の領域の調査では、倫理面への配慮を行う体制が必ずしも
整っていないことが示された。今後、領域を超えて広く被災者を対象とする調査を行う際の倫理的配慮に関する
認識が共有され、倫理的配慮を欠く調査によって被災者が不利益を被らないような方策が策定されることが望ま
れる。

研究成果の概要（英文）：While surveys of people affected by the Great East Japan Earthquake under 
recognition by related agencies of local governments were conducted with approvals from ethical 
committees and informed consents from subjects, many surveys of affected people were conducted 
beyond recognition by local governments, which could potentially lack proper ethical considerations.
 While researchers in medical fields generally conducted surveys following the ethical guidelines 
for medical research, ethical considerations varied among researchers in other research fields. 
Consensus regarding ethical considerations on surveys of people affected by a disaster should be 
made and shared among societies to prevent disadvantages which affected people can suffer.

研究分野：医療社会学
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
 東日本大震災の後、災害後急性期から、長
期に渡る復旧・復興期にかけて被災地域で被
災者を対象とする調査が数多くなされてき
ている。災害の影響やその対応に関して情報
を収集し、今後の防災や災害対応に活かす上
で被災者を対象に調査を行うことが必要で
ある側面もある反面、被災者や被災自治体に
過度な不利益をもたらすことが危惧される
事案が散見される。例えば、災害後急性期に
被災者が短期間に多数の研究への参加を余
儀なくされ、過度な負担を強いられた事例や、
平常時に遵守されるべき倫理指針に規定さ
れた手続きを踏まずに調査研究が行われよ
うとした事例等が報告されている（栗原千絵
子 2011、大下顕 2012、飯島祥彦 2014）。 
 日本トラウマティック・ストレス学会は東
日本大震災前から「被害者・被災者を対象と
する調査研究のための倫理的ガイドライン」
を公開していたが、この指針が被災地域で調
査を行う研究者に周知徹底されていたとは
いえない状況であった。このような状況を受
け、日本精神神経学会は発災後、「東日本大
震災被災地における調査に関する緊急声明
文」を発表し、被災地域の状況に配慮して倫
理面に配慮して不用意な調査研究を行うこ
とのないよう注意喚起が行われ、文部科学省、
厚生労働省からは、被災地域での調査・研究
に際しては、指針に従うことなどを行政指導
する事務連絡が出された。 
 今後、被災住民を対象とする調査研究を行
う上で、被災地域の状況を鑑みて不用意な調
査研究により被災住民に不利益をもたらす
ことがないように倫理面に十分配慮した調
査研究のみが行われるような体制づくりを
行う必要があると考えられる。これまで、先
の総説論文の他、海外でも O'Mathúna DP
の総説論文などで同様の趣旨の検討がなさ
れているが、どのような被災者対象の調査研
究における倫理的配慮に関する実態は必ず
しも把握されてこなかった。特に、ヘルシン
キ宣言や関係省庁の倫理指針等により、調査
研究における対象者への倫理的配慮のあり
方の指針がある程度、規定されている医学研
究以外の研究領域において、どのような倫理
的配慮の元、被災地域の調査研究がなされて
いるかについての実態把握や対策はこれま
でのところ、十分になされてこなかった。被
災地域で実際にどのような調査主体者がど
のような倫理的配慮の元、どのような調査研
究を行い、そこからどのような問題が生じた
かに関する実態を把握したうえで、如何に、
被災者が調査研究から不利益を被らないよ
うな体制を作るかの検討を行うことが重要
と考えられた。 
 
 
２．研究の目的 
 本調査研究は災害に関わる様々な研究領

域の研究者を対象に、東日本大震災以降、ど
のような目的、対象、方法で被災者対象の調
査研究を行い、その際、当該自治体との連携、
対象者からのインフォームド・コンセントの
取得、調査結果の報告、倫理委員会の審査の
有無、その他の倫理的配慮や、人を対象とす
る倫理に関する綱領指針についての認知・理
解度等に関する実態を把握すること、および、
被災自治体を対象に、自治体が把握する範囲
で、どのような被災者対象の調査が当該自治
体で行われたかに関して実態を把握するこ
と、更に、得られた情報から、調査主体者が
適切な倫理的配慮、手続きを踏んで、被災者
の負担や不利益が少ない、倫理的に妥当な調
査を行うことができるか、また、被災地域の
被災者が倫理的配慮の不足する調査による
不利益を受けない体制を構築する上で有益
な情報を抽出することを目的とした。 
 
３．研究の方法 
 本調査研究では、研究者対象調査と自治体
対象調査の 2つの調査を下記の段階に従って
進め、調査の結果から、調査主体者が適切な
倫理的配慮、手続きを踏んで、被災者の負担
や不利益が少ない、倫理的に妥当な調査を行
う上で、また、被災者が倫理的配慮の不足す
る調査による不利益を受けない体制を構築
する上で有益な情報の抽出を行った。 
 
(１)研究者対象調査 
調査対象は、防災学術連携体（JANET）に参
加している 52 の学会、災害医学に関係する
学会、主要な精神医学、心理学に関する学会、
合計 59 学会に調査への協力を要請し、所属
学会員に本 Web調査のリンク配信を受諾した
学会が所属学会員にリンクを配信した。調査
の趣旨に賛同し、研究協力の意向を示し、web
調査に応じた研究者を対象とした。回答の対
象のなる調査の実施時期は平成 23 年 3 月 11
日から平成 28 年 9 月 30 日で、対象とする災
害は、東日本大震災だけではなく、その他の
災害や平成 28 年 4 月に発生した熊本地震に
関する調査等も含めた。「人を対象とした調
査・研究」の定義については様々な考えがあ
りコンセンサスが形成されていない状況の
ため、本調査ではより幅広い領域の調査・研
究の実態を把握する目的で、人が直接の調査
対象ではなく人以外の事象を対象とする調
査研究であっても、その事象に関して人を対
象にヒアリング等を行う場合も本調査の対
象とした。 
 質問内容は、被災者対象の倫理に関する論
文・報告書などの文献のレビューにより被災
者対象調査の潜在的な倫理的な問題点を整
理して策定し、質問項目を含む WEB 調査シス
テムを作成した。調査項目には、災害被災地
域の人を対象とした調査の実施有無、調査件
数、実施した調査のうち災害発生から最も早
い時期に開始した調査について、対象災害名、



調査開始時期、調査目的、対象は個人か組織
か、対象者の今日中環境、対象者から得た情
報、福島第一原子力発電所事故と関連した質
問の有無、調査方法、自治体との連携の有無、
回答者への説明方法、インフォームド・コン
セントの取得方法、調査結果の報告方法、所
属機関の倫理委員会の設置有無、倫理委員会
の承認有無、人を対象とする倫理に関する綱
領指針についての認知・理解度、実施の際に
配慮している点、所属学会等を含めた。 
 調査は、対象となる学会の事務局に、学会
のメーリングリストの配信やホームページ
等への掲載による学会員への調査協力の呼
びかけを依頼した。学会事務局への依頼の際
には、学会事務局への調査協力依頼文ととも
に、学会員向けの調査依頼文および WEB 調査
のリンク先情報を送付して、協力・回答を依
頼した。 
 WEB 回答の結果を集積・集計し、研究者サ
イドからの東日本大震災における被災者対
象調査の倫理的側面に関する実態を整理し
た。 
 
（２）自治体対象調査 
調査対象は、東日本大震災の被災自治体のう
ち、津波被災のあった宮城県の 15 市町の健
康、福祉、復興、建設、総務の 5部署の自治
体職員とした。依頼先の部署より被災地の人
を対象とした学術調査・研究活動へ協力や関
与している可能性が高い他部署の担当者を
紹介された場合は、他部署についても回答を
受け付け、また東日本大震災より時間が経過
していることから、当時被災者および職員を
対象とした調査の窓口対応をした担当者が
他部署へ異動しているため、過去の所属先で
の経験についての回答も受け付けた。 
 回答の対象となる調査の実施時期は東日
本大震災が発生した 2011 年 3月 11日以降か
ら回答日までとし、自治体として被災者およ
び職員を対象とした調査に関与・協力を求め
たことがあるかを問い、関与・協力を求めら
れたことがある場合には、調査実施主体単位
で調査の詳細について回答を求めた。調査項
目は、被災者及び職員を対象とした調査に関
与協力を求められたことがあるか、関与・協
力した件数、断った件数、関与・協力をした
理由、断った理由、調査に関するトラブルや
良い点を見聞きしたか、関与・協力した調査
について、要請のあった時期、調査の目的、
採血などの生体試料の取得有無、原発事故と
の関連、調査説明の有無、関与・協力の方法、
関与・協力のあり方の確認方法、倫理委員会
の承認有無、インフォームフォ・コンセント
の有無、調査からうけた利益、不利益、負担、
任意性、調査後の情報の還元や支援提供、調
査に対する感想等を含めた。 
 調査は、対象となる自治体の各部署の
e-mailに調査協力依頼文およびWEB調査のリ
ンク先情報を送付して、協力・回答を依頼 
した。電話によるインタビュー形式での回答

を希望した自治体については、インタビュー
形式による聞き取り調査も行った。 
 WEB 調査および聞き取り調査からの結果を
集積・集計し、自治体サイドからの東日本大
震災における被災者対象調査の倫理的側面
に関する実態を整理した。 
 
４．研究成果 
防災学術連携体（JANET）に参加している 52
の学会、災害医学に関係する学会、主要な精
神医学、心理学に関する学会、合計 59 学会
のうち、21 学会が調査の趣旨文、および、Web
ページのリンクを所属学会員に配信した。そ
の結果、合計 200 名の研究者が研究の趣旨に
賛同し、回答を行った。日本公衆衛生学会、
日本社会学会、日本救急医学会、日本建築学
会、日本集団災害医学会、日本災害復興学会、
日本自然災害学会、日本地理学会、地域安全
学会、日本と市計画学会、日本地震工学会、
日本地球惑星科学連合については、4 名以上
の学会員から回答が得られた。回答者のうち、
被災者対象の調査を行った者は 60 名で、大
多数は東日本大震災、もしくは、熊本地震の
被災者を対象とした調査を行っていた。調査
開始の時期は発災後 3～6 ヶ月が多いが、災
害後数日で調査を開始しているケースもあ
った。自治体との連携に関して回答のあった
59 件のうち、自治体からの要請・委託により
調査を行う、自治体が調査デザインに関与す
る、自治体と調査結果を共有する、自治体に
調査の調整・支援を依頼する等の形で、自治
体と連携した形で行われた調査が約半数程
度であったのに対し、残り半数の調査には自
治体は関与していなかった。倫理委員会から
の承認の受諾、対象者からのインフォーム
ド・コンセントの取得の有無のあり方につい
ては、研究者間で大きく状況が異なり、医学
系の調査研究に関しては、倫理審査の体制、
基準が比較的一定である一方、医学以外の研
究領域では、一定の倫理審査の体制や基準が
定まっていないことが課題としてあげられ
た。回答数が少なく本邦の研究体制を代表す
るデータとはいえないが、実態の一端を示唆
する結果と考えられた。 
 宮城県沿岸部の被災自治体 15 市町の職員
を対象に、東日本大震災に関して協力、もし
くは、断った調査、あるいは、聞き及んでい
る被災者・職員を対象とした調査に関して、
調査時期、内容、協力内容、事前説明や情報
還元のあり方、倫理審査、インフォームド・
コンセントの有無、被験者、自治体職員への
負担、利益、不利益等を尋ねる WEB 調査、並
びに、聞き取り調査を行い、7 市町の自治体
職員から回答を得た。自治体職員が把握して
いる調査の多くが倫理審査を経て、自治体職
員への事前説明、被験者からの説明同意の取
得を経て行われている一方、把握できないと
ころで多くの被災者対象の調査研究がなさ
れていると認識している自治体職員が多か
った。 



 今後、被災地域での被災者を対象とする調
査を行う際に一定の倫理的配慮を行うこと
に関して学際的なコンセンサスを形成する
こと、また、倫理的配慮を欠く調査から被災
者が不利益を被らないように自治体側、避難
所運営者側が備える体制を構築する等の対
策の策定が必要と考えられた。 
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